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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) ― ― ― ―  33,822

経常利益 (百万円) ― ― ― ―  2,048

当期純利益 (百万円) ― ― ― ―  1,170

純資産額 (百万円) ― ― ― ―  16,208

総資産額 (百万円) ― ― ― ―  29,087

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ―  1,366.86

１株当たり当期純利

益金額
(円) ― ― ― ―  99.22

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) ― ― ― ―  ―

自己資本比率 (％) ― ― ― ―  55.4

自己資本利益率 (％) ― ― ― ―  7.5

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 7.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) ― ― ― ― 1,289

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) ― ― ― ― △960

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) ― ― ― ― △269

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) ― ― ― ― 3,452

従業員数 (人) ― ― ― ― 2,090

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第46期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 31,447 31,551 32,089 33,466 33,692

経常利益 (百万円) 1,189 1,280 1,693 2,273 2,057

当期純利益    (百万円) 662 748 993 1,216 1,178

持分法を適用した場

合の投資利益
(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 1,970 1,970 1,970 1,970 1,970

発行済株式総数 (千株) 11,800 11,800 11,800 11,800 11,800

純資産額 (百万円) 12,914 13,493 14,275 15,251 16,135

総資産額 (百万円) 22,823 24,219 26,166 27,944 28,906

１株当たり純資産額 (円) 1,091.871,140.961,209.781,292.551,367.47

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

(円)
12.00

(6.00)

14.00

(6.00)

18.00

(8.00)

22.50

(10.00)

25.00

(12.50)

１株当たり当期純利

益金額
(円) 53.62 60.91 84.16 103.11 99.89

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.6 55.7 54.6 54.6 55.8

自己資本利益率 (％) 5.2 5.7 7.2 8.2 7.5

株価収益率 (倍) 19.2 18.8 10.7 7.8 7.0

配当性向 (％) 22.4 23.0 21.4 21.8 25.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 5,507 1,424 1,832 1,799 ―

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △553 △836 △479 △6,782 ―

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,442 △142 △188 △235 ―

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 6,845 7,291 8,455 3,235 ―

従業員数 （人） 1,826 1,818 1,807 1,844 1,877

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第43期よりソフトウェアの開発契約について、収益計上基準を、顧客検収基準から開発作業の進捗に応じて収

益を計上する進行基準に変更しております。また、第46期より「工事契約に関する会計基準」により収益を計

上しております。

４．第45期までは関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。

５. 第46期より連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシュ

・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物

の期末残高は記載しておりません。
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２【沿革】

年月 概要

昭和38年11月日産リース株式会社を設立。タッピング機、その他機械器具の賃貸並びに販売業務を開始。資本金１

百万円。

昭和44年10月日産コンピュータ株式会社に社名を変更。電子計算機の運用、管理、電子計算機のプログラムの作成

販売、電子計算機及び関連機器の販売を開始。

昭和44年11月本店を大田区糀谷３－35－２から大田区蒲田４－42－12に移転。

昭和50年６月 富士通株式会社から70％の資本参加を受ける。

昭和51年７月 株式会社ビー・エス・シー（英文社名：Basic Software Corporation）に社名を変更。事業の柱を

コンピュータソフトウェア開発とする。

昭和57年５月 仙台支所（現・仙台開発センター）を開設。

昭和57年11月本店を大田区蒲田４－42－12から港区新橋２－12－３に移転。

昭和58年７月 東海支所（現・三島開発センター）を開設。

昭和58年10月ビジネスソフトセンター堂島（現・大阪開発センター）を開設。

昭和60年９月 仙台支所、東海支所、ビジネスソフトセンター堂島を各々仙台支店、沼津支店、大阪支店とする。

昭和61年３月 株式会社富士通ビー・エス・シー（英文社名：Fujitsu Basic Software Corporation）に社名を

変更。

昭和61年７月 特定労働者派遣事業の届出を行う。

昭和61年９月 福岡出張所（現・福岡開発センター）を開設。

昭和63年３月 横浜支店を開設。福岡出張所を支店とする。

昭和63年12月通産省より昭和63年度第１次システムインテグレーターの登録認定を受ける。

平成２年９月 東元商業系統有限公司（東元ＢＳＣ、現・連結子会社）を香港に設立。

平成４年７月 北京思元軟件有限公司（ＢＣＬ、現・連結子会社）を北京に設立。

平成６年４月 本店を港区新橋２－12－３から港区芝浦４－15－33に移転するとともに、首都圏の事業所を本店に

集結。

平成８年８月 一般労働者派遣事業の届出を行い認可を受ける。

平成９年１月 ISO9001の認証を取得。

平成９年７月 人材派遣ビジネスの関西地区の拠点として、大阪人材センターを開設。

平成10年１月 人材派遣ビジネスの首都圏の拠点として、東京人材センターを開設。

平成11年６月 英文社名をFUJITSU BROAD SOLUTION & CONSULTING Inc.に変更。

平成12年10月日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成14年９月 事務、営業部門を港区芝浦４－15－33から品川区大崎１－11－２に移転。

 平成15年４月 福岡支店を福岡開発センターとする。

平成15年６月 本店を港区芝浦４－15－33から品川区大崎１－11－２に移転。

平成15年７月 首都圏の開発拠点を港区芝浦４－15－33から港区台場２－３－１に移転し、東京開発センターとす

る。

平成16年10月仙台支店、沼津支店及び大阪支店をそれぞれ仙台開発センター、沼津開発センター及び大阪開発セ

ンターとする。

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年３月 ISO14001の認証を取得。

平成19年２月 本社事務所を品川区大崎１－11－２から港区台場２－３－１に移転するとともに、首都圏の事業所

を本社事務所に集結。

平成20年10月プライバシーマークの認証を取得。
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社２社より構成されており、通信キャリアシステム、民

需・公共システム、エンベデッドシステム等の各種ソフトウェア開発及びパッケージ＆サービス、人材サービス他の

提供を主な事業として行っております。

   当社の子会社には、ソフトウェア開発を主な事業とする北京思元軟件有限公司（北京）と東元商業系統有限公司

（香港）があります。当社は、ソフトウェア開発業務の一部を北京思元軟件有限公司（北京）に委託しております。

   当連結会計年度より中国子会社の重要性が高まったことから、中国子会社２社を連結会社とする連結財務諸表を作

成しております。

   また、当社は親会社である富士通株式会社にソフトウェア開発及びサービス等のソフトウェア製品を提供するとと

もに、富士通株式会社から主にシステム機器等を仕入れております。

 　なお、当社グループは、事業の種類別セグメントを記載していないため、事業区分別に記載しております。

 

＜事業区分＞

（通信キャリアシステム）

大手通信キャリアや携帯電話キャリアを中心に、企業情報システムや顧客管理システム、ビリング（課金）システ

ムといった各種システムを提供しております。また、ネットワークや通信制御、基盤技術をベースにインフラ構築等の

社会基盤システムや電力・ガス等エネルギー事業者向けのシステムも提供しております。

 

（民需・公共システム）

　製造業（電機、組立、精密、自動車、化学等）、建設、流通、運輸などの民間事業会社や医療、金融事業者、中央官庁、自治

体等の公的機関向けに、生産管理システム、販売管理システム、勘定系システム、基盤構築等、様々な分野のソフトウェ

アを提供しております。また、中堅建設業向けのＥＲＰソリューションやスマートフォン活用ソリューション等も提

供しております。 

 

（エンベデッドシステム）

携帯電話、情報家電、カメラといった各種システム機器や自動車の制御系システム等、様々な機器に組込まれた機能

をコントロールするエンベデッド（組込み）システムについて、企画支援から設計・開発、評価・検証(V-LaBo)に至

るまで、一貫したサービスを各種機器メーカーへ提供しております。

 

（パッケージ＆サービス）

セキュリティソフト「FENCE」シリーズ、オンメモリデータベース「Oh-Pa 1/3」、スマートフォン利用業務構築

ツール「MobileUnity」、メインフレームとパソコンのデータを相互変換するファイル変換ソフト「F*TRAN」シリー

ズ、ＥＲＰパッケージ「CAP21」等、ビジネスユース向けパッケージ製品を中心に制作・販売しております。

また、データセンターを活用したアウトソーシングサービスをはじめ、コンサルティング、ネットワーク構築、シス

テムの運用支援・保守といった各種ソフトウェアサービスを提供しております。

 

（人材サービス他）

研究支援、システム開発、ソフトウェアサービスといったITエンジニアリング分野を広くサポートする技術スタッ

フの人材派遣サービス等を提供しております。
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＜事業の系統図＞ 　

 

 

４【関係会社の状況】

（親会社）

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の被所有
割合（％）

関係内容

富士通株式会社
神奈川県川崎市
中原区

324,625

ソフトウェアサービ
ス、情報処理および通
信分野の製品の開発、
製造、販売およびサー
ビスの提供

56.4

ソフトウェア開発等
の販売先、システム
機器等の仕入、役員
の受入れ

　（注）上記会社は有価証券報告書を提出しております。

 

（連結子会社）

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

東元商業系統有限公
司

中華人民共和国

(香港特別行政
区)

千香港ドル

 4,100
―  100役員の兼任あり

北京思元軟件有限公
司

中華人民共和国

(北京市)

千人民元

 4,643

ソフトウェアの開発
及び製品の販売

 51

当社ソフトウェア製

品の開発

役員の兼任あり

　（注）東元商業系統有限公司は活動を停止しており、解散を予定しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　事業の種類別セグメントを記載していないため、事業区分別の従業員数を示すと次のとおりであります。

 平成21年３月31日現在

事業区分の名称 従業員数（人）

 通信キャリアシステム  641

 民需・公共システム  575

 エンベデッドシステム  465

 パッケージ＆サービス 173

 人材サービス他 78

 全社（共通）  158

合計  2,090

　（注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員、嘱託、社外への出向社員及び登録派遣社員は含んでおりません。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

 (2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,877 39.0 13.8 7,061,978

　（注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員、嘱託、社外への出向社員及び登録派遣社員は含んでおりません。

２．平均年間給与は平成20年４月から平成21年３月までの年間給与額及び賞与額の平均であります。

(3）労働組合の状況

ａ．名称　　　　富士通ビー・エス・シー労働組合

ｂ．上部団体　　全富士通労働組合連合会

ｃ．結成年月日　昭和59年10月１日

ｄ．組合員数　　1,590人 （平成21年３月31日現在）

ｅ．労使関係　　労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当社は、当連結会計年度より子会社２社を連結子会社とする連結財務諸表を作成しており、前期の連結業績につい

ては記載しておりません。従いまして、参考として前期との比較について、連結決算の大半を占める当社個別業績で記

載しております。

当連結会計年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで、以下同じ）の連結売上高は338億22百万円、連結営業

利益22億52百万円、連結経常利益20億48百万円、連結当期純利益11億70百万円となりました。

当連結会計年度の当社個別業績では、売上高336億92百万円となり前年同期に比べ0.7％の増収となりました。しか

しながら、米国を発端とした世界規模の金融危機の影響により国内景気が急速に減速するなか、企業のＩＴ投資に対

する見直しや発注延伸、価格引下げ要請等が顕著となり、収益環境は極めて厳しい環境に推移いたしました。更に、一

部に高原価プロジェクトが発生したことから原価率が上昇する結果となり、営業利益22億57百万円（前期比8.8％

減）、経常利益20億57百万円（同9.5％減）、当期純利益11億78百万円（同3.1％減）となり前年同期に比べいずれも

減益となりました。

 

（百万円、（）は個別前期比）

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円） 

　
19年３月期

（個別） 

20年３月期

 

 （個別） 21年３月期

 

 （個別） 21年３月期

 

 （連結）

前期比 前期比 百分比

 売上高 32,08933,466 4.3% 33,692 0.7% 33,822 100.0% 

 売上総利益 5,184 5,514 6.4% 5,113 △7.3% 5,165 15.3% 

 営業利益 1,997 2,475 23.9% 2,257 △8.8% 2,252 6.7% 

 経常利益 1,693 2,273 34.2% 2,057 △9.5% 2,048 6.1% 

 当期純利益 993 1,216 22.5% 1,178 △3.1% 1,170 3.5% 

 

個別売上高については、大手通信キャリア向けの顧客管理システムや次期基幹システムなどの大規模開発案件が継

続して増加したほか、製造業、金融業などの民間事業者向けや中央官公庁向けの開発案件が引き続き堅調に推移しま

した。また、富士通株式会社向けの営業系基幹システムや次期ＳＣＭ基幹基盤システム等の構築も継続して提供する

等、通信キャリア及び民需公共向けのＳＩビジネス分野については増収となりました。

一方、エンベデッドシステムでは、急速な国内景気の減退の影響を受け、自動車関連分野でエンジン制御系システム

や携帯電話関連で組込みシステムの開発案件が大きく減少した影響を受け、大幅な減収となりました。また、パッケー

ジ＆サービスについても、アウトソーシングを中心とするサービス分野については順調なものの、パッケージ製品販

売については低調に推移する結果となりました。

その結果、個別売上高336億92百万円となり、前年同期に比べ0.7%とわずかですが増収を確保することが出来まし

た。顧客別では、富士通向け案件が一部関連会社に移管されたことに伴い富士通グループ会社向け売上が増加する結

果となりました。
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 【事業区分別売上高】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

　
19年３月期

（個別） 

20年３月期

 

 （個別） 21年３月期

 

 （個別） 21年３月期

 

 （連結）

前期比 前期比 構成比

通信キャリアシステム 11,66412,464 6.9% 14,155 13.6% 14,155 41.9% 

民需・公共システム 9,931 10,586 6.6% 10,595 0.1% 10,595 31.3% 

エンベデッドシステム 6,633 6,526 △1.6% 5,223 △20.0% 5,320 15.7% 

パッケージ＆サービス 3,115 3,194 2.5% 3,083 △3.5% 3,083 9.1% 

人材サービス他 744 694 △6.7% 634 △8.6% 667 2.0% 

合　　計 32,08933,466 4.3% 33,692 0.7% 33,822 100.0% 

 

  【顧客別売上】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

　
19年３月期

（個別） 

20年３月期

 

 （個別） 21年３月期

 

 （個別） 21年３月期

 

 （連結）

前期比 前期比 構成比

富士通 15,29216,231 6.1% 15,793 △2.7% 15,793 46.7% 

富士通グループ会社 3,627 5,007 38.0% 5,379 7.4% 5,379 15.9% 

一般顧客 13,16812,227 △7.1% 12,519 2.4% 12,648 37.4% 

合　　計 32,08933,466 4.3% 33,692 0.7% 33,822 100.0% 

 

事業区分別の個別売上高の概況は次のとおりです。

 

① 通信キャリアシステム

通信キャリア向けの売上高は、141億55百万円となり前期比13.6％の増収となりました。大手通信キャリア向けで

は、ビリング（課金システム）を中心とした既存のビジネスアプリケーションや次期基幹システムへの移行業務な

どを継続して提供するとともに、新たに法人系データシステムの構築案件を受注いたしました。また携帯電話

ショップシステムやサービスプラットフォームの構築等の基盤システム、インフラ構築等の社会基盤系システムの

構築についても順調に拡大することができました。

 

② 民需・公共システム

民需・公共向けの売上高は、105億95百万円となり前期比0.1％の微増となりました。民需分野では、営業系基幹シ

ステムなどの富士通株式会社の社内システムを構築するほか、製造業向けに部品受発注システムや部材管理システ

ムなどの購買調達系システム等の再構築を継続して提供、また生協向けの業務システムや金融業向けのシステム等

が好調に推移いたしました。公共分野においては、中央官庁向けの最適化開発や統計システム等を中心に堅調に推

移いたしました。

 

③ エンベデッドシステム

エンベデッドシステムの売上高は、52億23百万円となり前年比20.0％の大幅な減収となりました。主力である携

帯電話関連では、買い替えサイクルの長期化と国内景気後退の影響を受け、携帯端末メーカーの出荷台数・開発量
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が大幅に減少しており、極めて厳しい環境に推移いたしました。一方、情報家電でＡＶ、カメラ関連では、開発を継続

または拡大した案件もありましが、自動車関連では、大手自動車メーカーの予算縮小による影響を受けて、売上が減

少する結果となりました。

 

④ パッケージ＆サービス

パッケージ＆サービスの売上高は、30億83百万円となり前期比3.5％の減収となりました。パッケージ製品では、

大手通信キャリアにおいて高速オンメモリデータベース製品「Oh-Pa 1/3」（オーパ・ワンサード）が採用されま

したが、一方で主力製品である情報セキュリティソフト「FENCE」シリーズの売上が低調だったため、パッケージ製

品全体の売上は伸びませんでした。

一方、データセンターを活用したアウトソーシングサービスにおいては、顧客先常駐型の運用支援サービスから

データセンターによる運用監視業務への取り込みを進めており、首都圏のアウトソーシング需要を背景に順調に増

加いたしました。また、サービス体制の整備を進めており、都内文京区という利便性の高い地域に新たにデータセン

ターの拡充を行いました。

 

⑤ 人材サービス他

人材派遣、人材紹介等の人材サービスの売上高は、人材派遣市場における労働環境の激変の影響を受けて6億34百

万円となり前期比8.6％の減収となりました。

 　　

(2）キャッシュ・フロー

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は34億52百万円となりました。当連結会計年度における各

キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。

なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成していることから、前連結会計年度の連結業績については記載して

おりません。

　

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、12億89百万円の増加となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益20

億48百万円、減価償却費6億66百万円、退職給付引当金の増加6億2百万円、売上債権の減少2億42百万円等があった一

方、たな卸資産の増加3億2百万円、仕入債務の減少4億30百万円、法人税等の支払い13億68百万円等があったことによ

るものであります。

 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、9億60百万円の減少となりました。これは、運用効率の向上を目的とした償

還期限が３ヶ月を超える中長期性の預け金を5億円増加させたこと及び主にパッケージ製品開発に伴う無形固定資産

取得による支出3億64百万円等があったことが主な要因です。（現金同等物は３ヶ月以内に償還期限が到来する短期

投資としており、当該預け金は現金同等物の期末残高に含まれないこととなります。）

 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いを行ったこと等により2億69百万円の減少となりました。

 

  　　（キャッシュ・フローの状況）　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　（百万円）

 
19年３月期

（個別） 

20年３月期

（個別） 

21年３月期

（連結） 

　 営業キャッシュ・フロー 1,832 1,799 1,289

　 投資キャッシュ・フロー △479 △6,782 △960

　 財務キャッシュ・フロー △188 △235 △269

現金及び現金同等物の増減額 1,163 △5,219 43

 現金及び現金同等物の期末残高 8,455 3,235 3,452
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２【生産、受注及び販売の状況】

　 当社は、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しており、前期との比較は記載しておりません。 

 （1）生産実績 

　当社グループは、受注販売を基本としてシステムインテグレーション及びサービスを提供しており、その形態は広

範囲かつ多種多様であります。このため、生産実績を定義することが困難であり、また生産実績を金額あるいは数量

で示すことの意義が薄いため、生産実績の記載を省略しております。

 

（2）受注状況 

　事業の種類別のセグメントを記載していないため、当連結会計年度における受注状況を事業区分別に示すと、次の

とおりであります。

 

 事業区分
受注高

（百万円）

受注残高

（百万円）

通信キャリアシステム 13,720 2,153

民需・公共システム 10,626 1,633

エンベデッドシステム 4,832 866

パッケージ＆サービス 3,057 490

人材サービス他 634 113

合計 32,872 5,258

（注）１.前期以前の受注で金額の増減がある場合は、受注残高にその増減額を含みます。

　　　２.上記金額に消費税等は含まれておりません。

  

（3）販売実績 

　事業の種類別のセグメントを記載していないため、当連結会計年度における販売実績を事業区分別に示すと、次の

とおりであります。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業区分 金額（百万円）

通信キャリアシステム 14,155

民需・公共システム 10,595

エンベデッドシステム 5,320

パッケージ＆サービス 3,083

人材サービス他 667

合計 33,822

（注）１．当社製品は量産品ではなく、仕様が多岐にわたるため数量の記載は行っておりません。

　　　２. 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先 金額（百万円） 割合（％）

富士通株式会社 15,793 46.7

　　　３．上記金額に消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループでは、引き続き次のような課題を認識し、その克服に向けて継続的な取り組みをしてまいります。

(1) 売上の拡大、営業利益の確保及びコストダウンの推進

大型プロジェクト案件の継続的な受注、データセンターを活用したアウトソーシングサービスの拡充等によ

り、受注・売上の拡大に努めます。また、中国子会社の技術者を有効活用してオフショア開発を推進し、開発原価

の抑制に努め、営業利益の確保に努めてまいります。

(2) 製品の生産性と品質の向上

開発技術の標準化や効率化に努め、開発フレームワーク（Topjax Solution）を有効に活用して、開発の効率化

と製品の品質向上をさらに進めます。

(3) 技術者の育成と確保

社内教育を充実させて、システム開発技術者の育成と開発技術の習得を進め、より専門性の高い技術者の育成

に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業等に関連するリスクとして投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な

ものとしては、以下のものがあります。当社グループは、これらのリスクを十分認識したうえで、発生の予防・回避及

び発生時の対応に最大限の努力をしてまいります。

  なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

（1）特定の取引先への依存度が高いことについて

当社グループは、富士通株式会社及び富士通グループ会社（以下富士通グループ）に対する売上の割合が高く、

当連結会計年度の売上割合は62.6％となっております。当社グループは、富士通グループと緊密な連携のもと事業

を推進しておりますが、富士通グループにおいて大幅な事業方針の変更等が生じた場合には当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

（単位：百万円）

　　　　　　20年３月期（個別） 　　　　　　21年３月期（連結）

 売上金額 構成比 売上金額 構成比

 富士通株式会社

 富士通グループ会社

16,231

5,007

48.5%

15.0% 

15,793

5,379

46.7% 

15.9% 

 小　計 21,239 63.5% 21,173 62.6% 

 その他の顧客 12,227 36.5% 12,648 37.4% 

 合　計 33,466 100.0% 33,822 100.0% 

　　　（注）上記の金額には消費税等は含んでおりません。

 

（2) 競合について

現在、国内における情報サービス産業は厳しい競合状況にあり、大小のシステムインテグレーターが各々得意と

する業務分野や産業を中心に事業活動を展開しております。当社は、長年にわたり蓄積された技術やノウハウと営

業基盤を背景に、競合他社との差別化や競争力の強化をはかっておりますが、将来的に当社の取引先に対して競合

会社が参入してこないという保証はなく、企業規模・技術力・営業力等において当社より強力な競合会社が参入

してきた場合には既存の受注量の確保が困難となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（3) 開発技術者について

今後の当社グループの業容拡大には、高度で専門的な技術レベルと豊富な経験を有した開発技術者を、継続的に

多数確保する必要があります。しかしながら、現在、先端的な技術を有する開発技術者を巡る企業間の獲得競争は

激しさを増しており、将来的に当社グループが必要とする技術水準を有する開発技術者の充分な確保が困難とな

る可能性があります。今後、計画どおり必要な開発人員が確保できない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

（4) プロジェクト管理について

多種多様のプロジェクトを進めていくうえで、技術の高度化や頻繁な仕様変更等により想定以上に開発コスト

が増加した場合、プロジェクトの採算性が悪化する可能性があります。当社グループは、全社的なプロジェクトマ

ネジメントの管理組織として、ＰＡ（プロジェクトアシュアランス）会を設置し、受注条件の精査やプロジェクト

の採算割れの発生防止、不具合の早期発見のための対応を強化しております。しかし、それでも不採算プロジェク

トの発生を完全には防止できない可能性があります。

 

（5) 情報セキュリティについて

当社グループは、業務遂行上やむを得ず顧客が保有するさまざまな機密情報を取り扱う機会があります。社内に

セキュリティ委員会を設置し、規程・ガイドラインの整備、社員教育の徹底、ノートパソコンなど持出し可能な情

報機器を中心としたデータ暗号化の実施等、さまざまな機密情報の漏洩を防止するための対策を講じております。

しかし、不測の事態等によりこれらの情報が外部に漏洩した場合、信用の低下等により当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。
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（6) 投融資について

当社グループは、効率的な業容の拡大、新規分野への事業展開等の実現のため、アライアンスの取得、業務提携、

Ｍ＆Ａといった戦略的投融資を検討してまいります。投融資の実施にあたっては、個々の投融資案件ごとにそのリ

スクとリターンを充分に評価検討のうえ実施してまいりますが、投融資対象のアライアンスや企業における将来

の状況を確実に予想することが困難な場合もあり、投融資額を計画どおり回収できなかった場合、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、新パッケージ製品の開発と既存パッケージ製品のバージョンアップ等に関わるも

のが主なものとなります。当期においては、主にセキュリティ及びオンメモリデータベースに関わるパッケージ製品

開発のための研究開発を実施いたしました。

  なお、当連結会計年度の研究開発費は58百万円であります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものです。なお、当社は、当連結

会計年度より連結財務諸表を作成しており、前期との比較は記載しておりません。 

（1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び法令に準拠し

て表示しております。海外の連結子会社は、各国の会計処理基準に準拠しております。当社グループの連結財務諸表

で採用する重要な会計方針は「第5　経理の状況　1.連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」に記載しておりますが、連結財務諸表の作成にあたって、財政状態や損益に影響を与える

と考えられる要因につき、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があります。当社グループは、過去

の実績や状況を勘案しその時点で合理的と判断される見積りを行なっておりますが、実際の結果はさまざまな要因

により見積りと異なる可能性があります。

 

（2）当連結会計年度の経営成績

① 業績の概況

当連結会計年度の業績の概況につきましては「1 業績等の概要　(1) 業績」を参照願います。

② 売上

当連結会計年度の連結売上高は、338億22百万円となりました。エンベデッドシステムやパッケージにおいては

急速な国内景気減速の影響を受け厳しい環境に推移しましたが、通信キャリア向け及び民需・公共向けのＳＩ

（システムインテグレーション）開発案件が堅調に推移し、さらに、データセンターを活用したアウトソーシング

サービスやインフラ構築サービス等のサービスビジネスについても順調に推移いたしました。

③ 利益

利益面では、国内景気の急速な減速を背景に極めて厳しい環境が続きましたが、プロジェクト管理の一層の強化

による不採算プロジェクトの減少と、開発の効率化による生産性の向上に努めた結果、連結営業利益22億52百万

円、連結経常利益20億48百万円、連結当期純利益11億70百万円となりました。

 

（3）資本の財源及び資金の流動性について

① 財務政策　

　当社グループは、事業活動に十分な資金を保有しており流動性を確保しております。運転資金につきましては手元

資金または銀行借入による調達を基本としておりますが、当連結会計年度末において運転資金として調達している

借入金はありません。

 

② 資産及び負債・純資産

（資産）

当連結会計年度末の総資産は、290億87百万円となりました。流動資産は197億30百万円となり、その主なものは

受取手形及び売掛金106億66百万円、預け金62億円等であります。固定資産は93億57百万円となり、その主なものは

土地12億68百万円、長期預け金35億円、繰延税金資産27億96百万円等であります。預け金及び長期預け金は、資金の

運用効率の向上を目的として安全で効率の良い運用をはかっているものであります。

  （負債）

当連結会計年度末の負債合計は、128億78百万円となりました。流動負債は63億5百万円となり、その主なものは

買掛金22億99百万円、未払費用22億37百万円であります。また、固定負債は65億72百万円となり、その主なものは退

職給付引当金64億68百万円であります。

  （純資産）

当連結会計年度末の純資産は162億8百万円となりました。当連結会計年度末の自己資本比率は55.4％、１株当た

り純資産は1,366.86円となりました。

 

③ キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、34億52百万円となりました。当連結会計年度の各キャッシュ

・フローの状況とそれらの増減要因につきましては「1 業績等の概要、(2) キャッシュ・フロー」を参照願いま

す。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループの設備投資額は55百万円であり、その主なものは附属設備及び備品であります。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　当社の平成21年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりでありま

す。

事業所名
(所在地)

主な事業内容
設備
の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(人)

建物及び
構築物

備品
土地
(面積㎡)

合計

本社事務所

（東京都港区）※

ソフトウェア開発・

営業・管理事務
開発設備 71 107 － 220 1,441

仙台開発センター

（仙台市青葉区）※

ソフトウェア開発・

営業
開発設備 7 17 － 26 83

沼津開発センター

（静岡県沼津市）※

ソフトウェア開発・

営業
開発設備 1 3 － 5 104

大阪開発センター

（大阪市淀川区）※

ソフトウェア開発・

営業
開発設備 21 15 － 36 158

福岡開発センター

（福岡市博多区）※
ソフトウェア開発  開発設備 7 6 － 14 91

ＢＳＣレジ白楽

（横浜市神奈川区）
社員寮 厚生施設 177 1

250

(270.30㎡)
430 －

ＢＳＣレジ南行徳

（千葉県市川市）
社員寮 厚生施設 161 1

475

(398.00㎡)
638 －

ＢＳＣレジ欠真間

（千葉県市川市）
社員寮 厚生施設 238 0

542

(444.61㎡)
781 －

　（注）１．当社は、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。

　　　　２．※の事業所は建物の一部を賃借しており、年間の賃借料は696百万円であります。

 

(2）国内子会社

　　該当事項はありません。 

  

(3）在外子会社

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年12月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の内容 設備の内容
帳簿価額（百万円） 従業

員数
（人）

建物及び構築
物

備品
土地
(面積㎡)

合計

北京思元軟件有限公司
中華人民共和国

(北京市)

ソフトウェア

開発等
開発設備 9 21 － 32 213 

　（注）１．当グループは、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。

　　　　２．上記には北京思元軟件有限公司の大連支店、上海出張所及び東京支店が含まれております。

　　　　３．東元商業系統有限公司（香港特別行政区）は、特記すべき事項はありません。

  

３【設備の新設、除却等の計画】

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,200,000

計 43,200,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月24日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,800,000  11,800,000
ジャスダック証券取

引所
単元株式数100株

計 11,800,000  11,800,000 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成12年10月４日

（注）
1,000 11,800 1,700 1,970 3,012 3,012

　（注）有償一般募集

（ブックビルディング方式による募集）

発行株数　　　　　1,000,000株

発行価格　　　　　　　5,000円

引受価額　　　　　4,712円50銭

資本組入額　　　　　　1,700円

払込金総額　　4,712,500,000円

EDINET提出書類

株式会社富士通ビー・エス・シー(E05134)

有価証券報告書

17/83



（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株

式の状況

（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 7 9 91 17 3 7,283 7,410 ―　

所有株式数（単元） － 3,336 1,021 74,125 4,454 28 35,032117,996 400

所有株式数の割合

（％）
－ 2.83 0.87 62.81 3.78 0.02 29.69 100.00 ―

　（注）１.自己株式190株は「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に90株を含めて記載しております。　

　 ２.「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式が23単元含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

富士通株式会社 川崎市中原区上小田中４丁目１番１号 6,660 56.44

株式会社尾上企業 東京都世田谷区等々力５丁目９番12号 432 3.66

富士通ビー・エス・シー従業
員持株会

東京都港区台場２丁目３番１号
トレードピアお台場

282 2.39

ユービーエス エージー ロン
ドン アカウント アイピー
ビー セグリゲイテッド クラ
イアント アカウント
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

Aeschenvorstadt 48 CH-4002 Basel
Switzerland
（UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED
CLIENT ACCOUNT）

230 1.95

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 223 1.89

ステートストリートバンクア
ンドトラストカンパニー
505025 
 （常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室）

P．O．BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
(東京都中央区日本橋兜町６番７号）

136 1.16

有限会社フクヤ電建  徳島県徳島市助任本町1丁目８番地 124 1.05

べんてんトレーディング有限
会社

 東京都世田谷区等々力５丁目９番12号 95 0.80

伴　野　富　男  岐阜県美濃加茂市 63 0.53

伊　藤　秀　文 東京都台東区 60 0.50

計 ― 8,308 70.46

 （注）　日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式であります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式100 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式11,799,500 117,995 ―

単元未満株式 普通株式400 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 11,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 117,995 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,300株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数23個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社富士通ビー・エス

・シー

東京都港区台場二丁目

３番１号
100 － 100 0.00

計 ― 100 － 100 0.00

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 60 55,440

当期間における取得自己株式 － －

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 190 － 190 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成21年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

　　　による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、株主の皆様に対する継続的かつ安定的な配当を実施するとともに、将来の事業展

開と財務基盤の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、企業価値の増大を通じた株主各位への利益還元を基本方

針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機関は、

期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当期の配当につきましては、上記方針に基づき、株主の皆様への期末配当金を12円50銭とすることとして、１株当た

りの年間普通配当金25円（うち中間配当金12円50銭）を実施することと決定しました。

内部留保資金につきましては、各種アライアンスやＭ＆Ａの実施等、今後の事業展開に寄与するかたちで有効に投

資してまいりたいと考えております。

当社は、会社法第454条第5項に規定する中間配当をすることができる旨、定款に定めております。

なお、当期にかかる剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

 平成20年10月22日

 取締役会決議
147 12.5

 平成21年６月24日

 定時株主総会決議
147 12.5

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） ※1,400 1,350 1,178 1,080 1,010

最低（円） 832 930 856 768 630

　（注）　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本

証券業協会の公表のものであります。

なお、第42期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 906 789 728 730 710 709

最低（円） 689 691 686 650 662 630

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社

長
 兼子　孝夫 昭和22年７月21日生

昭和46年４月富士通（株）入社

平成９年６月 同社システム本部情報出版シス

テム統括部長

平成10年10月同社中部営業本部システム統括

部長

平成12年４月同社システム本部中部システム

統括部長

平成13年６月同社システム本部主席部長

平成13年10月同社システムインテグレーショ

ン事業本部主席部長

平成14年６月（株）富士通テクノシステム代

表取締役社長

平成16年６月当社代表取締役社長（現任）

平成20年２月北京思元軟件有限公司董事長

平成21年２月北京思元軟件有限公司副董事長

（現任）

平成21年６月  当社執行役員社長（現任）

(注)4 11,600

取締役

ビジネス管理

本部長兼ビジ

ネスサポート

本部長

児玉　治行 昭和24年８月22日生

昭和48年４月富士通（株）入社

平成10年６月同社ソフト・サービス事業推進

本部経理部長

平成12年11月同社ソフト・サービス事業推進

本部長代理

平成15年５月同社経営戦略室グループ経営統

括室員兼ソフト・サービス事業

推進本部長代理

平成16年４月同社経営戦略室員兼ソフト・

サービス事業推進本部長代理

平成16年６月当社専務取締役

平成17年４月当社専務取締役ビジネスサポー

ト本部長

平成19年６月当社専務取締役ビジネス管理本

部長兼ビジネスサポート本部長

平成21年２月北京思元軟件有限公司董事長

（現任）

平成21年６月当社取締役執行役員専務ビジネ

ス管理本部長兼ビジネスサポー

ト本部長（現任）

(注)4 5,000

取締役
第一システム

本部長
丸山　忠三 昭和21年８月２日生

昭和37年４月富士通（株）入社

平成15年10月富士通ネットワークテクノロ

ジーズ（株）取締役

平成16年６月同社経営執行役兼富士通（株）

ネットワークソリューション事

業本部主席部長

平成17年４月当社顧問

平成17年６月当社取締役通信ユーティリティ

システム本部長

平成19年４月当社取締役第一システム本部長

平成19年６月当社常務取締役第一システム本

部長

平成20年６月当社専務取締役エンベデッドシ

ステム本部長兼第一システム本

部長

平成21年６月当社取締役執行役員専務第一シ

ステム本部長（現任）

(注)4 4,600
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役
第二システム

本部長
浅川　寛 昭和25年６月29日生

昭和51年４月当社入社

平成３年４月 当社大阪支店長

平成10年10月当社技術推進本部長

平成14年４月当社サービスビジネス本部第一

システム事業部長

平成15年４月当社サービスビジネス本部本部

長代理

平成16年４月当社サービスビジネス本部長

平成16年６月当社取締役サービスビジネス本

部長

平成16年10月当社取締役公共・サービスシス

テム本部長

平成18年4月当社取締役公共システム本部長

平成19年4月当社取締役第二システム本部副

本部長

平成19年6月当社常務取締役第二システム本

部長

平成21年６月当社取締役執行役員常務第二シ

ステム本部長（現任）

(注)4 1,500

取締役
事業企画本部

長
室町　義昭 昭和25年12月7日生

昭和49年４月富士通（株）入社

平成13年12月同社システムサポート本部事業

推進統括部長

平成16年６月同社アウトソーシング事業本部

長代理（事業管理/構造改革担

当）

平成19年６月同社アウトソーシング事業本部

長

平成20年10月同社サービスプロダクトビジネ

スグループ長付

平成21年６月当社取締役執行役員常務事業企

画本部長（現任）

(注)4 1,000

取締役 村上　亮  昭和28年２月14日生

昭和51年４月富士通（株）入社

平成14年４月同社システムインテグレーショ

ン事業本部第四システムインテ

グレーション事業部長

平成17年10月同社ネットワークソリューショ

ン事業本部長

平成18年６月同社経営執行役兼ネットワーク

ソリューション事業本部長

平成21年４月同社経営執行役兼テクノロジー

アシュアランス本部長兼テレコ

ムビジネスグループ副グループ

長（現任）

平成21年６月当社取締役（現任）

(注)4 －

取締役 須山　寛  昭和26年７月18日生

昭和45年４月富士通（株）入社

平成14年４月同社産業営業本部トヨタグルー

プ統括営業部長

平成15年４月同社トヨタグループビジネス本

部長代理（ビジネス戦略担当）

平成16年６月同社トヨタビジネス本部長

平成18年４月同社自動車ビジネス本部長

平成20年６月同社常務理事兼自動車ビジネス

本部長（現任）

平成21年６月当社取締役（現任）

(注)4 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  新島　次男 昭和24年７月17日生

昭和47年４月富士通（株）入社

平成12年４月同社西日本営業本部京都支社長

平成15年４月当社顧問

平成15年６月当社取締役ソリューション営業

本部副本部長

平成15年８月当社取締役ソリューション営業

本部長

平成15年10月当社取締役営業本部長

平成17年６月当社取締役ＩＴサービス本部長

平成19年４月当社取締役ビジネスサポート本

部副本部長

平成19年６月当社常勤監査役（現任）

(注)5 1,700

監査役  春日井　昌生 昭和28年２月21日生

昭和52年４月富士通（株）入社

平成10年12月同社電子デバイス事業推進本部

経理部担当部長

平成11年７月富士通日立プラズマディスプレ

イ（株）経理部長

平成14年１月富士通（株）財務部長代理

平成16年６月同社財務経理部財務部長

平成18年６月同社財務経理部 （財務／渉外担

当） 兼財務部長

平成18年６月富士通キャピタル（株）代表取

締役（現任）

平成20年６月富士通（株）常務理事兼財務経

理本部副本部長（財務／渉外担

当） 兼財務部長（現任）

平成20年６月当社監査役（現任）

(注)3 ―

監査役  広瀬　陽一　　 昭和33年３月５日生

昭和56年４月富士通（株）入社

平成15年９月同社財務経理部経理部主席部長

平成16年６月同社ビジネスマネジメント本部

業種・地域経理部長

平成18年４月同社マーケティング本部ソ

リューショングループ経理部長

平成19年６月当社監査役（現任）

平成20年６月富士通（株）財務経理本部長代

理（全社決算担当）兼経理部グ

ループＴＡＸ室長（現任）

(注)5 ―

    計  25,400

（注）１．監査役 春日井　昌生及び監査役 広瀬　陽一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　２．取締役 村上　亮及び須山　寛は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　３．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　  ４．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

 　　 ５．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　６．当社は、経営の意思決定と業務執行の分離を目的として本有価証券報告書提出日（平成21年６月24日）から

執行役員制度を導入しております。執行役員は以下の11名で構成されており、取締役兼務者は５名であり

ます。
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 氏　名 担　当

 執行役員社長 兼子　孝夫  

 執行役員専務 児玉　治行  ビジネス管理本部長兼ビジネスサポート本部長

 執行役員専務 丸山　忠三  第一システム本部長

 執行役員常務 浅川　　寛  第二システム本部長

 執行役員常務 室町　義昭  事業企画本部長

 執行役員 廣澤　満治  エンベデッドシステム本部長

 執行役員 小林　敏夫  第二システム本部副本部長

 執行役員 石上　　朗  パッケージ＆サービス本部長

 執行役員 近藤　陽介  第一システム本部副本部長

 執行役員 近藤　　正  第二システム本部副本部長

 執行役員 津曲　秀昭  第一システム本部副本部長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社は、会社の機関として株主総会及び取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人を置き、経営の公

正性と透明性の確保を重要課題と認識し、諸施策に取り組んでおります。コーポレート・ガバナンスのあり方につい

ては、企業規模等から現行の機関設計における業務執行が効率的かつ機能的であると判断しており、今後とも経営環

境の変化に応じ、意思決定の透明性と迅速性、業務執行の効率性の推進及び監視機能の実効性等の確保をはかってま

いります。

 

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

a. 会社の機関の基本説明

当社は監査役制度を採用しております。本有価証券報告書提出日現在、３名の監査役を選任しており、そのうち

２名については社外監査役を登用しております。監査役は、適宜監査役会を開催するとともに、取締役会への出席

等を通じ取締役の業務執行にかかわる監視、監督機能を果たしております。

なお、当社は本有価証券報告書提出日（平成21年６月24日）から執行役員制度を導入し、経営の意思決定と業

務執行を分離することによる責任の明確化をはかっております。執行役員は取締役会から委任を受けた範囲の業

務を執行します。

 

b. 体制図（本有価証券報告書提出日現在）
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c. 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

（取締役会）

取締役会は毎月定例的に開催しております。取締役会は、本有価証券報告書提出日現在、取締役７名（うち社外

取締役２名）で構成されており、監査役３名（うち社外監査役２名）の出席のもと、法定事項のほか重要な経営

方針、重要事項の決定と業務執行状況の監督を行っております。

 

（経営会議）

業務執行に関する個別経営課題を協議決定する場として、常勤取締役、執行役員及び常勤監査役により構成さ

れる経営会議を原則として週１回開催しており、重要案件の決裁、重要事項の報告等迅速な経営の意思決定を

行っております。

 

（内部管理体制）

当社の内部管理組織は、総務、経理、購買、プロジェクト管理等の各業務を統括する管理部門と、実際の営業やソ

フトウェア開発を行う営業・開発部門とを、明確に区分しております。

　業務執行上発生する、受注、発注、購買、プロジェクト開発等、各種の行為については、社内規程により、その重要

度に応じて職務権限が明確に規定されており、重要なものについては必ずその業務を統括する管理部門各所管部

の承認が必要となっております。また、特に重要なものは、経営会議及び代表取締役社長の承認が必要となってお

り、職務権限及び各部門の業務分掌の明確な区分により、組織的な社内相互牽制がはかれる体制を構築しており

ます。

 

d. 内部監査及び監査役監査の状況

社内の各業務執行についての監視機能として、社長直轄の組織として監査部を設置しており４名（本有価証券

報告書提出日現在）のスタッフを配置しております。監査部は社内の全部門を対象に、法令・社内諸規則の遵守

状況、不正行為の有無、職務遂行の適正性や効率性等、業務全般に対する監査を実施しております。

　また、監査役は、取締役会、経営会議といった重要会議への出席等を通じ取締役の業務執行に関わる監視、監督機

能を果たすとともに、監査部及び会計監査人とも適宜連携をとり効果的な監査業務の遂行を行っております。監

査役の職務を補助すべき組織として監査役室を設置しており、監査部のうち１名が監査役室スタッフとして兼務

し、監査役との相互連携を適切に行っております。

 

e. 会計監査の状況

当社は、会計監査人として新日本有限責任監査法人を選任しております。当社の会計監査業務を執行した公認

会計士は、持永勇一、梅村一彦、小林宏であり、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補等９名で

あります。法定監査とともに、会計監査人とは適宜意見交換を行い、改善指導、提言等を受けております。

　なお、監査役、監査部及び会計監査人とは、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密にして

おり、監査の実効性と効率性の向上をはかっております。

 

f. 社外取締役及び社外監査役との関係

本有価証券報告書提出日現在における社外取締役２名及び社外監査役２名は、何れも当社親会社である富士通

株式会社の執行役員、常務理事または職員を兼務しております。当社と各社外取締役、社外監査役及びその親族と

の間に、個別に利害関係を有する取引はありません。

 

② リスク管理体制の整備の状況

情報漏洩や製品・サービス上のトラブル、自然災害や事故といったさまざまなビジネスリスクに迅速に対応す

るため、全社横断的な組織として社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しております。リスク管理委員会

にはリスク管理専門委員を設置し、発生するリスクの事象に応じそれぞれ専門スタッフが対応するとともに、リ

スクレベルに応じ速やかに経営トップまで情報が伝達されるよう体制を整備しております。
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③ 役員報酬の内容

当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等は以下のとおりです。

区分 支給人員 報酬等の額

 取締役

 （内社外取締役）

 12名

 （2名）

128百万円 

 （0百万円）

 監査役

 （内社外監査役）

 4名

 (3名)

19百万円

 (0百万円)

 計 16名 147百万円 

(注)1.当事業年度末現在の取締役は10名（うち社外取締役は１名）、監査役は３名（うち社外監査役は２名）

であります。上記の取締役及び監査役の人数には、平成20年６月25日開催の第45回定時株主総会終結の時

をもって退任した取締役２名及び監査役１名が含まれております。

　　2.取締役の報酬等の額には、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。上記報酬等のほか、 兼務

役員の使用人分給与として64百万円を支払っております。

　　3.上記報酬等の総額には、当事業年度において役員賞与として費用処理した額33百万円が含まれております。

　　4.上記報酬等の総額には、当事業年度において計上した役員退職慰労引当金31百万円が含まれております。

　　5.平成18年６月29日開催の第43回定時株主総会において、取締役の報酬等の支給総額は年額140百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない）、監査役の報酬等の支給総額は年額30百万円以内と決議いただいて

おります。

　  　6.上記のほか、平成20年6月25日開催の第45回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって退任し

        た役員に対し役員退職慰労金を以下のとおり支給しております。

・取締役１名に対し34百万円

・上記金額には、過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた退職慰労引当金の組入額50万

円が含まれております。

      7.上記報酬等のほか、平成21年６月24日開催の第46回定時株主総会において「退任取締役に対し退職

        慰労金贈呈の件」が承認されており、一定の基準に従って取締役５名に対し、役員退職慰労金とし

        て総額で18百万円を支払います。

　　　

④ 最近１年間における実施状況

 当事業年度において、取締役会を12回、経営会議を50回開催し、重要な業務執行の決定や経営の重要事項につい

て審議を行いました。内部監査は、社内16部門に対して実施いたしました。また、機関投資家、証券アナリスト向け

の決算説明会を２回実施し、その他に個人投資家向けの説明会も１回開催いたしました。 

 

⑤ 取締役の定数

 当社の取締役は12人以内とする旨定款に定めております。 

 

⑥ 取締役の選任の決議要件

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行なう旨定款に定めております。 

 

⑦ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項

  a. 取締役及び監査役の責任免除

 当社は、取締役及び監査役がその職務の遂行にあたり、その能力を十分に発揮し期待される役割を果たすこと

を目的として、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項に定める取締役及び監査役（取締役及び監査役で

あったものを含む。）の賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。 

  b. 中間配当

 当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の

決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。 

 

⑧ 株主総会の特別決議要件

 　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

EDINET提出書類

株式会社富士通ビー・エス・シー(E05134)

有価証券報告書

28/83



区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 39 － 

連結子会社 － － － －

計 － － 39 － 

 

②【その他重要な報酬の内容】

  該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

  該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

  該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

(3）当社の財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、当

事業年度より百万円単位で記載することに変更しております。なお、比較を容易にするため、前事業年度についても

百万円単位に組替え表示しております。

 

(4）当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書につ

いては、前連結会計年度との対比は行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日

まで）の財務諸表については新日本監査法人により監査を受け、当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表について

は新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人となっ

ております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 732

預け金 6,200

受取手形及び売掛金 10,666

有価証券 20

たな卸資産 ※1
 936

繰延税金資産 910

その他 272

貸倒引当金 △9

流動資産合計 19,730

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 696

工具、器具及び備品（純額） ※2
 174

土地 1,268

有形固定資産合計 2,139

無形固定資産

ソフトウエア 453

その他 41

無形固定資産合計 495

投資その他の資産

投資有価証券 16

長期預け金 3,500

従業員に対する長期貸付金 18

繰延税金資産 2,796

その他 423

貸倒引当金 △32

投資その他の資産合計 6,722

固定資産合計 9,357

資産合計 29,087

負債の部

流動負債

買掛金 2,299

未払費用 2,237

未払法人税等 743

役員賞与引当金 15

その他 1,009

流動負債合計 6,305

固定負債

退職給付引当金 6,468

役員退職慰労引当金 92

その他 11

固定負債合計 6,572

負債合計 12,878
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(単位：百万円)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,970

資本剰余金 3,012

利益剰余金 11,154

自己株式 △0

株主資本合計 16,136

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1

為替換算調整勘定 △6

評価・換算差額等合計 △7

少数株主持分 79

純資産合計 16,208

負債純資産合計 29,087
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 33,822

売上原価 28,656

売上総利益 5,165

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 2,913

営業利益 2,252

営業外収益

受取利息 72

保険事務手数料 10

その他 10

営業外収益合計 92

営業外費用

退職給付積立不足償却額 267

その他 29

営業外費用合計 296

経常利益 2,048

税金等調整前当期純利益 2,048

法人税、住民税及び事業税 1,343

法人税等調整額 △461

法人税等合計 882

少数株主損失（△） △4

当期純利益 1,170
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,970

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 1,970

資本剰余金

前期末残高 3,012

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 3,012

利益剰余金

前期末残高 10,283

当期変動額

剰余金の配当 △294

当期純利益 1,170

その他 △5

当期変動額合計 870

当期末残高 11,154

自己株式

前期末残高 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0

当期変動額合計 △0

当期末残高 △0

株主資本合計

前期末残高 15,266

当期変動額

剰余金の配当 △294

当期純利益 1,170

自己株式の取得 △0

その他 △5

当期変動額合計 870

当期末残高 16,136
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(単位：百万円)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0

当期変動額合計 0

当期末残高 △1

為替換算調整勘定

前期末残高 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5

当期変動額合計 △5

当期末残高 △6

評価・換算差額等合計

前期末残高 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4

当期変動額合計 △4

当期末残高 △7

少数株主持分

前期末残高 93

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13

当期変動額合計 △13

当期末残高 79

純資産合計

前期末残高 15,356

当期変動額

剰余金の配当 △294

当期純利益 1,170

自己株式の取得 △0

その他 △5

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18

当期変動額合計 851

当期末残高 16,208
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,048

減価償却費 666

退職給付引当金の増減額（△は減少） 602

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6

受取利息及び受取配当金 △72

売上債権の増減額（△は増加） 242

たな卸資産の増減額（△は増加） △302

仕入債務の増減額（△は減少） △430

その他 △160

小計 2,585

利息及び配当金の受取額 72

法人税等の支払額 △1,368

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,289

投資活動によるキャッシュ・フロー

預け金の払戻による収入 3,000

長期預け金の預入による支出 △3,500

子会社株式の取得による支出 △21

有形固定資産の取得による支出 △56

無形固定資産の取得による支出 △364

差入保証金の差入による支出 △27

差入保証金の回収による収入 11

その他 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △960

財務活動によるキャッシュ・フロー

少数株主からの払込みによる収入 25

配当金の支払額 △294

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △269

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 43

現金及び現金同等物の期首残高 3,409

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 3,452
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

１．連結の範囲に関する事項 　当連結会計年度より、中国子会社の重要性

が高まったことから、子会社２社全てを連

結会社とする連結財務諸表を作成しており

ます。

（連結子会社名）

　東元商業系統有限公司

　北京思元軟件有限公司 

 

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、北京思元軟件有限公司

の決算日は12月31日であります。連結財務

諸表の作成にあたっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。他の連結子会社の決算

日は連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券  

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

 

 ②　たな卸資産  

 　　商品及び製品

　　　先入先出法による原価法

　　仕掛品

　　　主に個別法による原価法

　　原材料及び貯蔵品

　　　先入先出法による原価法

　　　なお、収益性の低下したたな卸資産につ

いては、帳簿価額を切下げております。
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項目
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産  

　　主に定率法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　　建物及び構築物　　　４５～４７年

　　工具、器具及び備品　　　４～６年

 

 ②　無形固定資産  

 　　市場販売目的のソフトウェアについて

は、主に見込有効期間（３年）における

見込販売数量に基づく償却方法を採用し

ております。

　　自社利用のソフトウェアについては、主

に社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

　その他の無形固定資産については、定額

法を採用しております。

 

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金

　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年

度における支給見込額に基づき計上して

おります。

③　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

　　なお、会計基準変更時差異については、１

０年による按分額を費用処理しておりま

す。

　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間による定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することと

しております。

④　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 
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項目
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

　なお、在外子会社の資産及び負債は、在外

子会社の決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めて処理しております。

 

(5）収益及び費用の計上基

準

　主に「工事契約に関する会計基準」によ

り計上しております。当連結会計年度末ま

での進捗部分について成果の確実性が認め

られる場合については工事進行基準（工事

の進捗度の見積りは原価比例法）を、その

他の場合については工事完成基準を適用し

ております。

 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

　消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。 

 

５．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

 

 

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

 

※１　たな卸資産の内訳

商品及び製品　　　　　　　　　　　　1百万円

　　　仕掛品　　　　　　　　　　　　　　933百万円

　　　原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　　1百万円

 

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額　　1,822百万円  

 

 

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

 

従業員給与 1,127百万円

従業員賞与 460百万円

法定福利費 216百万円

  

  

  

※２　一般管理費に含まれる研究開発費  

 58百万円  
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式  11,800,000 － －  11,800,000

合計  11,800,000 － －  11,800,000

自己株式     

普通株式　（注）  130 60 －  190

合計  130 60 －  190

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加60株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 147 12.5 平成20年３月31日平成20年６月26日

平成20年10月22日

取締役会
普通株式 147 12.5 平成20年９月30日平成20年11月27日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月24日

定時株主総会
普通株式 147  利益剰余金 12.5 平成21年３月31日平成21年６月25日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 732

預け金勘定 6,200

預入期間が３ヶ月を超える預け金 △3,500

有価証券勘定 20

現金及び現金同等物 3,452
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
当連結会計年度（平成21年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

①株式 ― ― ―

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

①株式 2 2 △0

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 2 2 △0

合計 2 2 △0

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

47 2 ―

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
当連結会計年度（平成21年３月31日）
連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 14

その他 20

 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定

額

種類
当連結会計年度（平成21年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

　　その他 20 － － －

合計 20 － － －

 

（デリバティブ取引関係）

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月３１日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

 １．採用している退職給付制度の概要

当連結会計年度（平成21年３月31日現在）

当社グループは、主に確定給付型の制度として、総合設立型の厚生年金基金制度（関東ＩＴソフトウェア厚

生年金基金）及び退職一時金制度を設けております。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

 

 

（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在）

 （単位：百万円）

年金資産の額 145,958

年金財政計算上の給付債務の額 140,968

差引額 4,989

（２）制度全体に占める当社の加入人員割合（平成20年３月31日現在）

　2.37％

 

２．退職給付債務に関する事項

  （単位：百万円）

 
当連結会計年度

（平成21年３月31日現在）

① 退職給付債務  △6,303

② 年金資産   ―

③ 未積立退職給付債務（①＋②）  △6,303

④ 会計基準変更時差異の未処理額  267

⑤ 未認識数理計算上の差異  △432

⑥ 未認識過去勤務債務（債務の減額）   ―

⑦ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤＋⑥）  △6,468

⑧ 前払年金費用   ―

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧）  △6,468

３．退職給付費用に関する事項

  （単位：百万円）

 
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

① 勤務費用（注）  746

② 利息費用  151

③ 期待運用収益   ―

④ 会計基準変更時差異の費用処理額  267

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額  △23

⑥ 過去勤務債務の費用処理額   ―

⑦ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）  1,140

　　　　　　（注）　厚生年金基金に対する事業主拠出額を含めております。
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
当連結会計年度

（平成21年３月31日現在）

① 退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準 

② 割引率  2.5％

③ 数理計算上の差異の処理年数  15～19年

（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。）

④ 会計基準変更時差異の処理年数  10年

 

（ストック・オプション等関係）

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係）

項目
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 繰延税金資産 （百万円）

無形固定資産 126

未払事業税及び未払事業所税 66

未払賞与 791

退職給付引当金 2,632

役員退職慰労引当金 37

その他 217

繰延税金資産小計 3,871

評価性引当額 △144

繰延税金資産合計 3,726

繰延税金負債  

租税特別措置法上の準備金 △17

その他 △2

繰延税金負債合計 △20

繰延税金資産の純額 3,706

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の

差異の原因となった主な項目別の内訳

 （％）

 法定実効税率 40.7

 （調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.5

評価性引当額の増減 0.2

住民税均等割 0.6

役員賞与 0.8

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

43.1

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

当連結グループは、情報通信分野におけるシステムインテグレーション及びサービスの提供を行う単一の事業

活動を営んでいるため、該当事項はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】
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当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適

用しております。

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

 

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
富士通株式
会社

川崎市中原
区　

324,625

ソフトウェ
ア・サービ
ス、情報処
理および通
信分野の製
品の開発、
製造、販売
およびサー
ビスの提供

（被所有）
直接　56.4%

ソフトウェア
開発等の販売
先、システム
機器等の仕入
先　

ソフトウェ
ア開発等の
販売

15,793売掛金 6,056 

（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の
親会社
を持つ
会社 

富士通キャ
ピタル株式
会社 

東京都港区
 

100

親会社の子
会社に対す
る金銭の貸
付け及び資
金の運用 

―
資金の預託、
ファクタリ
ング取引先 

資金の預入
れ

600

預け金
 
長期預
け金 

6,200
 

 
3,500

利息の受取
り 

71 ― ―

ファクタリ
ング 

11,004買掛金 877

（注）１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額（ファクタリングを除く。）には消費税等が含まれておらず、期

末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）ソフトウェア開発等の販売については、見積書を提示のうえ価格交渉を行い、一般的市場取引と同

様の条件で決定しております。

（２）資金の預入れについては、期間及び市中金利等を勘案して決定しております。

（３）買掛金については、当社、当社の仕入先、富士通キャピタル株式会社の三者間で基本契約を締結し、

ファクタリング方式による決済を行っております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

富士通株式会社（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、フランクフルト証券取引所、ロンド

ン証券取引所及びスイス証券取引所に上場） 
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（企業結合等）

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

項目
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額                1,366円86銭

１株当たり当期純利益          99円22銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

　（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益（百万円） 1,170

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,170

期中平均株式数（株） 11,799,837

 

（重要な後発事象）

 当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

 当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（百万円） 8,257 8,927 8,213 8,423

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円）
467 729 278 573

四半期純利益金額

（百万円）
 267 422 147 333

１株当たり四半期純利益金

額（円）
22.67 35.81 12.48 28.25
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 635 556

預け金 5,600 6,200

受取手形 22 18

売掛金 ※1
 10,822

※1
 10,620

商品 2 －

材料 2 －

仕掛品 597 －

たな卸資産 － ※2
 884

前渡金 102 97

前払費用 82 132

繰延税金資産 729 909

その他 40 27

貸倒引当金 △9 △9

流動資産合計 18,628 19,437

固定資産

有形固定資産

建物 1,885 1,882

減価償却累計額 △1,148 △1,197

建物（純額） 736 685

構築物 30 30

減価償却累計額 △28 △28

構築物（純額） 2 1

備品 743 －

減価償却累計額 △551 －

備品（純額） 191 －

工具、器具及び備品 － 730

減価償却累計額 － △577

工具、器具及び備品（純額） － 152

土地 1,268 1,268

有形固定資産合計 2,199 2,108

無形固定資産

ソフトウエア 636 451

電話加入権 23 23

専用回線利用権 1 －

その他 0 18

無形固定資産合計 662 493

EDINET提出書類

株式会社富士通ビー・エス・シー(E05134)

有価証券報告書

47/83



(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 21 16

関係会社株式 46 162

長期預け金 3,500 3,500

従業員に対する長期貸付金 11 16

長期前払費用 1 －

差入保証金 350 366

繰延税金資産 2,515 2,796

その他 39 40

貸倒引当金 △32 △32

投資その他の資産合計 6,454 6,865

固定資産合計 9,315 9,468

資産合計 27,944 28,906

負債の部

流動負債

買掛金 2,686 2,367

未払金 268 235

未払費用 2,350 2,236

未払法人税等 767 743

未払消費税等 491 455

前受金 57 67

預り金 86 86

役員賞与引当金 22 15

その他 － 0

流動負債合計 6,731 6,208

固定負債

退職給付引当金 5,866 6,468

役員退職慰労引当金 94 92

固定負債合計 5,961 6,561

負債合計 12,692 12,770
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,970 1,970

資本剰余金

資本準備金 3,012 3,012

資本剰余金合計 3,012 3,012

利益剰余金

利益準備金 86 86

その他利益剰余金

プログラム等準備金 34 14

特別償却準備金 25 11

別途積立金 8,735 8,735

繰越利益剰余金 1,390 2,307

利益剰余金合計 10,271 11,155

自己株式 △0 △0

株主資本合計 15,253 16,137

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1 △1

評価・換算差額等合計 △1 △1

純資産合計 15,251 16,135

負債純資産合計 27,944 28,906
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

ソフトウエア開発売上高 19,860 －

ソフトウエアサービス売上高 12,167 －

パッケージ販売売上高 896 －

システム機器販売売上高 542 －

売上高合計 ※1
 33,466

※1
 33,692

売上原価

ソフトウエア開発売上原価 16,610 －

ソフトウェアサービス売上原価 9,968 －

パッケージ販売売上原価

当期製品製造原価 318 －

ソフトウエア償却費 639 －

パッケージ販売売上原価 958 －

システム機器販売売上原価

商品期首たな卸高 0 －

当期商品仕入高 418 －

合計 418 －

商品期末たな卸高 2 －

システム機器販売売上原価 415 －

売上原価合計 27,952 28,579

売上総利益 5,514 5,113

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 3,039

※2, ※3
 2,855

営業利益 2,475 2,257

営業外収益

受取利息 50 71

受取配当金 2 0

投資有価証券売却益 17 0

保険事務手数料 10 10

為替差益 13 －

雑収入 2 4

営業外収益合計 95 85

営業外費用

退職給付積立不足償却額 267 267

雑支出 30 18

営業外費用合計 297 285

経常利益 2,273 2,057

税引前当期純利益 2,273 2,057

法人税、住民税及び事業税 1,269 1,340

法人税等調整額 △213 △461

法人税等合計 1,056 879

当期純利益 1,216 1,178
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【ソフトウェア開発・ソフトウェアサービス売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費   14,16752.7 ― ―

Ⅱ　外注費   10,79240.1 ― ―

Ⅲ　経費 ※  1,925 7.2 ― ―

当期総製造費用   26,885100.0 ― ―

期首仕掛品たな卸高   290  ―  

合計   27,176  ―  

期末仕掛品たな卸高   597  ―  

当期売上原価   26,578  ―  

　（注）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

原価計算方法 ──────

　プロジェクト別に実際個別原価計算を実施しております。

※経費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。  

賃借料 769百万円

旅費 267百万円

通信費 104百万円

減価償却費 100百万円
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【パッケージ製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費   77 11.6 ― ―

Ⅱ　労務費   333 49.8 ― ―

Ⅲ　外注費   162 24.2 ― ―

Ⅳ　経費 ※１  96 14.4 ― ―

当期総製造費用   669 100.0 ― ―

他勘定へ振替高 ※２  351  ―  

当期製品製造原価   318  ―  

　（注）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

原価計算方法 ──────

　製品別に実際個別原価計算を採用しております。  

※１．経費の主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。

賃借料 18百万円

旅費 6百万円

減価償却費 2百万円

 

※２．他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。  

無形固定資産（ソフトウェア） 350百万円

販売費及び一般管理費 0百万円

営業外費用（雑支出） 0百万円

計 351百万円
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【売上原価明細書】
 

当事業年度から「表示方法の変更」に記載したとおり売上高及び売上原価の表示を変更しております。

　　　　なお、前事業年度につきましては、参考のため当事業年度に変更した表示方法によって算出した場合次のとおりであ
ります。

  
前事業年度（参考）

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費   568 2.0 289 1.0

Ⅱ　労務費   14,93451.3 15,11751.1

Ⅲ　外注費   11,26238.7 11,80639.9

Ⅳ　経費 ※１  2,325 8.0 2,358 8.0

計   29,090100.0 29,570100.0

期首仕掛品たな卸高   290  597 

合計   29,380  30,168 

他勘定振替高 ※２  830  707 

期末仕掛品たな卸高   597  881 

売上原価   27,952  28,579 

 　（注）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

原価計算方法 原価計算方法

　実際個別原価計算を採用しております。 　実際個別原価計算を採用しております。

※１．経費の主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。

※１．経費の主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。

賃借料 811百万円

ソフトウェア償却費 392百万円

旅費 573百万円

賃借料 850百万円

ソフトウェア償却費 499百万円

旅費 469百万円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

無形固定資産

（ソフトウェア）
350百万円

販売費及び一般管理費 480百万円

計 830百万円

無形固定資産

（ソフトウェア）
329百万円

販売費及び一般管理費 378百万円

計 707百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,970 1,970

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,970 1,970

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,012 3,012

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,012 3,012

資本剰余金合計

前期末残高 3,012 3,012

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,012 3,012

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 86 86

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 86 86

その他利益剰余金

プログラム等準備金

前期末残高 65 34

当期変動額

プログラム等準備金の取崩 △30 △20

当期変動額合計 △30 △20

当期末残高 34 14

特別償却準備金

前期末残高 47 25

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △21 △13

当期変動額合計 △21 △13

当期末残高 25 11
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

別途積立金

前期末残高 7,935 8,735

当期変動額

別途積立金の積立 800 －

当期変動額合計 800 －

当期末残高 8,735 8,735

繰越利益剰余金

前期末残高 1,156 1,390

当期変動額

剰余金の配当 △235 △294

プログラム等準備金の取崩 30 20

特別償却準備金の取崩 21 13

別途積立金の積立 △800 －

当期純利益 1,216 1,178

当期変動額合計 233 917

当期末残高 1,390 2,307

利益剰余金合計

前期末残高 9,290 10,271

当期変動額

剰余金の配当 △235 △294

プログラム等準備金の取崩 － －

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 1,216 1,178

当期変動額合計 980 883

当期末残高 10,271 11,155

自己株式

前期末残高 － △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 14,273 15,253

当期変動額

剰余金の配当 △235 △294

当期純利益 1,216 1,178

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 980 883

当期末残高 15,253 16,137
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4 0

当期変動額合計 △4 0

当期末残高 △1 △1

評価・換算差額等合計

前期末残高 2 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4 0

当期変動額合計 △4 0

当期末残高 △1 △1

純資産合計

前期末残高 14,275 15,251

当期変動額

剰余金の配当 △235 △294

当期純利益 1,216 1,178

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4 0

当期変動額合計 976 884

当期末残高 15,251 16,135
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,273

減価償却費 564

退職給付引当金の増減額（△は減少） 609

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △0

投資有価証券売却損益（△は益） △17

受取利息及び受取配当金 △52

固定資産廃却損 6

売上債権の増減額（△は増加） △376

たな卸資産の増減額（△は増加） △308

その他の資産の増減額（△は増加） 132

仕入債務の増減額（△は減少） 156

その他の負債の増減額（△は減少） △28

小計 2,944

利息及び配当金の受取額 53

法人税等の支払額 △1,199

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,799

投資活動によるキャッシュ・フロー

預け金の預入れによる支出 △6,500

投資有価証券の売却による収入 117

投資有価証券の取得による支出 △1

有形固定資産の取得による支出 △127

無形固定資産の取得による支出 △362

差入保証金の支払い △26

差入保証金の回収による収入 118

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,782

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △235

財務活動によるキャッシュ・フロー △235

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,219

現金及び現金同等物の期首残高 8,455

現金及び現金同等物の期末残高 3,235
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【重要な会計方針】
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券

 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品……先入先出法による原価法

材料……先入先出法による原価法

仕掛品…個別法による原価法

(1) 商品及び製品

先入先出法による原価法 

(2) 仕掛品

個別法による原価法

(3) 原材料及び貯蔵品

先入先出法による原価法

なお、収益性の低下したたな卸資産に

ついては、帳簿価額を切り下げておりま

す。 

 

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　４５～４７年

備品　　　４～６年

(1）有形固定資産

同左 

（有形固定資産の減価償却方法の変更及び

残存価額の見直し）

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

また、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しておりま

す。

なお、これらによる損益への影響は軽

微であります。

──────
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (2）無形固定資産

　市場販売目的のソフトウェアについて

は、見込有効期間（３年）における見込

販売数量に基づく償却方法を採用してお

ります。

　自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。

　その他の無形固定資産については、定額

法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

同左

 (2）役員賞与引当金 (2）役員賞与引当金

 　役員賞与の支出に備えて、当事業年度に

おける支給見込額に基づき計上しており

ます。

同左

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金

 　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異については、

１０年による按分額を費用処理しており

ます。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしており

ます。

同左

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金

 　役員退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく当期末要支給額の全額を計上

しております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

６．収益及び費用の計上基準 　ソフトウェアの開発契約については、開発

作業の進捗に応じて収益を計上する進行基

準により計上しております。

「工事契約に関する会計基準」により計

上しております。当事業年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認められる場

合については工事進行基準（工事の進捗度

の見積りは原価比例法）を、その他の場合

については工事完成基準を適用しておりま

す。

  （会計方針の変更）

「工事契約に関する会計基準」（企業会

計基準第15号　平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年

12月27日）が平成21年４月１日より前に開

始する事業年度から適用できることになっ

たことに伴い、当事業年度よりこれらの会

計基準等を早期適用しております。当事業

年度からの期首に存在する契約を含む全て

の契約において、当事業年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認められる場

合については工事進行基準（工事の進捗度

の見積りは原価比例法）を、その他の場合

については工事完成基準を適用しておりま

す。

受注製作のソフトウェアに係る収益の計

上基準については、平成17年度より進行基

準を適用しているため、上記会計基準及び

適用指針の適用に伴う、当事業年度の売上

高、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益への影響はありません。

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

──────

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計方針の変更】

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

リース取引に関する会計基

準

　「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日

改正））及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））が平成19年４月１日以後開始する

事業年度から適用することができることに

なったことに伴い、当事業年度より、同会計

基準及び同適用指針を適用しております。

　これによる損益への影響はありません。

──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表示方法の変更】

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　１．為替差益 　　前期まで営業外収益の「雑収入」に含め

て表示しておりました「為替差益」は、

当期において営業外収益の総額の100分

の10を超えることとなったため、区分掲

記することに変更いたしました。

　なお、前期における「為替差益」の金額

は0百万円であります。

──────

　２．事務所移転費用 　　事務所移転費用（当期11百万円）は、前

期まで「事務所移転費用」として表示し

ておりましたが、当期においては、営業外

費用の総額の100分の10以下であるため

「雑支出」に含めて表示しております。

──────

　３．売上高及び売上原価 ────── 前期まで売上高及び売上原価を「ソフ

トウエア開発」、「ソフトウエアサービ

ス」、「パッケージ販売」及び「システ

ム機器販売」に区分掲記しておりました

が、業務の複合化に伴い、各業務区分が実

態を表わさなくなったため、社内の管理

区分を見直しております。これに伴い、当

期より「売上高」及び「売上原価」とし

て一括表示する方法に変更することとし

ました。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１　関係会社に対する主な資産及び負債 ※１　関係会社に対する主な資産及び負債

売掛金 5,756百万円 売掛金 6,056百万円

※２　　　　　　　────── ※２　たな卸資産の内訳

 商品及び製品 1百万円

仕掛品 881百万円

原材料及び貯蔵品 1百万円

（損益計算書関係）

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．関係会社との取引 売上高 16,231百万円 売上高 15,793百万円

※２．販売費及び一般管理費 　販売費及び一般管理費の主要な費目及び

金額は、次のとおりであります。

　販売費及び一般管理費の主要な費目及び

金額は、次のとおりであります。

 従業員給与 1,176百万円

従業員賞与 470百万円

法定福利費 206百万円

従業員給与 1,107百万円

従業員賞与 455百万円

法定福利費 211百万円

 　なお、販売費及び一般管理費の販売費と一

般管理費のおおよその割合は、販売費が

40％、一般管理費が60％であります。

　なお、販売費及び一般管理費の販売費と一

般管理費のおおよその割合は、販売費が　

39％、一般管理費が61％であります。

※３．研究開発費の総額 一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費

 142百万円 58百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 11,800,000　 ― ― 11,800,000　

合計 11,800,000　 ― ― 11,800,000　

自己株式     

普通株式　（注） ― 130 ― 130

合計 ―　 130 ― 130　

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加130株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 118 　10 平成19年３月31日平成19年６月27日

平成19年10月24日

取締役会
普通株式 117 　10 平成19年９月30日平成19年11月29日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 147  利益剰余金 12.5 平成20年３月31日平成20年６月26日

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式  130  60  ―  190

合計  130  60  ―  190

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加60株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 635百万円

預け金勘定 5,600百万円

預入期間が３ヶ月を超える預

け金
△3,000百万円

現金及び現金同等物 3,235百万円

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
前事業年度（平成20年３月31日）

取得原価
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

①株式 ― ― ―

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

①株式 1 0 △0

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 1 0 △0

合計 1 0 △0

２．当事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度
（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

117 17 ―

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前事業年度（平成20年３月31日）
貸借対照表計上額（百万円）

①子会社株式 46

②その他有価証券     

非上場株式 21

 

当事業年度（平成21年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成　平成20年３月31日）

 当社は、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

前事業年度（平成20年３月31日現在）

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しており、その一部については、平成元年10月より関

東ＩＴソフトウェア厚生年金基金に外部拠出しておりますが、当該基金が総合設立型のため、以下の退職給付

債務、年金資産及び退職給付費用の計算から除いております。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

 （単位：百万円）

年金資産の額 146,083

年金財政計算上の給付債務の額 112,700

差引額 33,382

（２）制度全体に占める当社の加入人員割合（平成19年３月31日現在）

2.46％

２．退職給付債務に関する事項

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（平成20年３月31日現在）

① 退職給付債務  △6,054

② 年金資産  ―　

③ 未積立退職給付債務（①＋②）  △6,054

④ 会計基準変更時差異の未処理額  534

⑤ 未認識数理計算上の差異  △346

⑥ 未認識過去勤務債務（債務の減額）  ―　

⑦ 貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤＋⑥）  △5,866

⑧ 前払年金費用  ―　

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧）  △5,866

３．退職給付費用に関する事項

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

① 勤務費用  362

② 利息費用  141

③ 期待運用収益  ―

④ 会計基準変更時差異の費用処理額  267

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額  △25

⑥ 過去勤務債務の費用処理額   ―　　

⑦ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）  745
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前事業年度

（平成20年３月31日現在）

① 退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準

② 割引率  2.5％

③ 数理計算上の差異の処理年数  15～19年

（各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間によ

る定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。）

④ 会計基準変更時差異の処理年数  10年

（追加情報）

　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19年５

月15日）を適用しております。

 

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 　　　　 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

項目
前事業年度

（平成20年３月31日）
当事業年度

（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 （百万円）

無形固定資産 114

未払事業税及び未払事業所税 68

未払賞与 832

退職給付引当金 2,387

役員退職慰労引当金 38

その他 157

繰延税金資産小計 3,598

評価性引当額 △137

繰延税金資産合計 3,461

繰延税金負債  

進行基準利益 △175

租税特別措置法上の準備金 △40

繰延税金負債合計 △216

繰延税金資産の純額 3,244

 

繰延税金資産 （百万円）

無形固定資産 126

未払事業税及び未払事業所税 66

未払賞与 791

退職給付引当金 2,632

役員退職慰労引当金 37

その他 216

繰延税金資産小計 3,870

評価性引当額 △144

繰延税金資産合計 3,725

繰延税金負債  

租税特別措置法上の準備金 △17

その他 △2

繰延税金負債合計 △20

繰延税金資産の純額 3,705

 

２．法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因

となった主な項目別の内

訳

 （％）

 法定実効税率 40.7

 （調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目
0.4

評価性引当額の増減 4.7

住民税均等割 0.6

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

46.5

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との間の差異が法定実効税率

の100分の５以下であるため注記を省略し

ております。 
 

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。 
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社 富士通㈱

神奈川県

川崎市中

原区

324,625

ソフトウェ

ア・サービ

ス、情報処

理および通

信分野の製

品の開発、

製造、販売

およびサー

ビスの提供

(被所有)

直接56.5％
２名

ソフト

ウェア

開発等

の販売

先、シ

ステム

機器等

の仕入

先

ソフトウェ

ア開発等の

販売

16,231売掛金 5,756

　（注）１．上記取引につきましては、見積書を提示のうえ価格交渉を行い、一般的市場取引と同様の条件で決定しており

ます。

２．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

富士通

キャピタ

ル㈱

東京都

港区
100

親会社の子

会社に対す

る金銭の貸

付け及び資

金の運用

― １名
資金の

預託先

資金の預入れ 1,400

預け金

長期

預け金

5,600

3,500

利息の受取り 50 ― ―

　（注）資金の預入れにつきましては、期間及び市中金利等を勘案して決定しております。
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（企業結合等）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額                 1,292円55銭 1,367円47銭

１株当たり当期純利益       103円11銭        99円89銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

同左

　（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益（百万円） 1,216 1,178

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 　　 ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,216 1,178

期中平均株式数（株） 11,799,937 11,799,837

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 1,885 5 7 1,882 1,197 53 685

構築物 30 ― ― 30 28 0 1

工具、器具及び備品 743 33 46 730 577 69 152

土地 1,268 ― ― 1,268 ― ― 1,268

有形固定資産計 3,927 38 54 3,911 1,803 123 2,108

無形固定資産        

ソフトウェア 721 343 542 522 70 527 451

電話加入権 23 0 ― 23 ― ― 23

専用回線利用権 7 ― 7 ― ― ― ―

その他 0 32 1 32 13 8 18

無形固定資産計 753 376 551 577 84 536 493

長期前払費用 3 ― 3 ― ― ― ―

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

（注）１．ソフトウェアの当期増加額の主なものは次のとおりであります。

市場販売目的の製品マスター　331百万円

２．ソフトウェアの当期減少額の主なものは次のとおりであります。

市場販売目的の製品マスター　499百万円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 41 9 － 9 41

役員賞与引当金 22 15 22 － 15

役員退職慰労引当金 94 31 34 － 92

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率等による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金の種類  

普通預金 553

別段預金 3

小計 556

合計 556

ｂ．預け金

相手先 金額（百万円）

富士通キャピタル（株） 6,200

合計 6,200

ｃ．受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ＴＣＭシステムエンジニアリング（株） 18

合計 18

(ロ）期日別内訳
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期日別 金額（百万円）

平成21年６月 18

合計 18

ｄ．売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

富士通（株） 6,056

ＫＤＤＩ（株） 711

(株)富士通ミッションクリティカルシステムズ 374

富士通ＣＩＴ（株） 325

シャープビジネスコンピュータソフトウェア(株) 162

その他 2,990

合計 10,620

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

期中月末平均残高
（百万円）

10,822 35,345 35,547 10,620 9,655

　（注）１．滞留期間 ＝
期中月末平均残高

× 365日＝ 99.71日
当期発生高

２．当期発生高には消費税等が含まれております。
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ｅ．商品及び製品

品名 金額（百万円）

ハードウェア商品 1

合計 1

ｆ．仕掛品

品名 金額（百万円）

ソフトウェア仕掛品 881

合計 881

ｇ．原材料及び貯蔵品

EDINET提出書類

株式会社富士通ビー・エス・シー(E05134)

有価証券報告書

75/83



品名 金額（百万円）

パッケージ材料 1

合計 1

②　固定資産

ａ．長期預け金

相手先 金額（百万円）

富士通キャピタル（株） 3,500

合計 3,500

ｂ．繰延税金資産

区分 金額（百万円）

退職給付引当金 2,632

無形固定資産 126

租税特別措置法上の準備金 △17

その他 55

合計 2,796

③　流動負債

ａ．買掛金

相手先 金額（百万円）

富士通キャピタル（株） 877

北京思元軟件有限公司 66

（株）システマレーテ 52

（株）システムイオ 36

サイバーコム（株） 31

（株）ファイン・ネット 29

その他 1,273

合計 2,367

ｂ．未払費用

区分 金額（百万円）

従業員賞与 1,746

従業員給与 146

その他 344

合計 2,236

④　固定負債

ａ．退職給付引当金

内訳は「注記事項 退職給付関係」に記載しております。 6,468百万円
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（３）【その他】

①　決算日後の状況

　特記すべき事項はありません。

②　訴訟

　特記すべき事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.bsc.fujitsu.com/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の

　　　　権利を有しておりません。

　　　　(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　　(2)取得請求権付株式の取得を請求する権利

　　　　(3)募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の7第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第45期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月25日関東財務局長に提出

 (2) 四半期報告書及び確認書

（第46期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月13日関東財務局長に提出

（第46期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月13日関東財務局長に提出

（第46期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２１年６月２４日

株式会社富士通ビー・エス・シー  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 持永　勇一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 梅村　一彦　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小林　　宏　  印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社富士通ビー・エス・シーの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ
いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す
る意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
富士通ビー・エス・シー及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の
経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社富士通ビー・エス・シー
の平成２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内
部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明
することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない
可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社富士通ビー・エス・シーが平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると
表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に
準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途
保管しております。
連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年６月２５日

株式会社富士通ビー・エス・シー  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 持永　勇一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 梅村　一彦　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小林　　宏　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社富士通ビー・エス・シーの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第４５期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社富士

通ビー・エス・シーの平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途

保管しております。

財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２１年６月２４日

株式会社富士通ビー・エス・シー  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 持永　勇一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 梅村　一彦　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小林　　宏　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社富士通ビー・エス・シーの平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第４６期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社富士

通ビー・エス・シーの平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。  

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途

保管しております。

財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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